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 技術評価点の算出は、申請書及び資料の
内容に応じ、評価項目毎に評価を行い満点
は100点とする。
※評価員の単純平均とし、小数点以下第３
位四捨五入

 本業務に係る「業務実績評価結果（平成
30年６月実施予定）」の「要改善」評価の割
合に応じて、技術評価点合計点から減点す
ることとする。

 落札者の決定方法 入札価格があらかじめ
作成した予定価格の制限の範囲内である者の
うち、上記によって得られる数値（以下「評
価値」という。）の最も高い者を落札者とする。
ただし、落札者となるべき者の入札価格に
よっては、その者により当該契約の内容に適
合した履行がなされないおそれがあると認め
られるとき又はその者と契約を締結すること
が公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれ
があって著しく不適当であると認められると
きは、予定価格の制限の範囲内で、発注者の
求める最低限の要求要件を全て満たした他の
者のうち、評価値の最も高い者を落札者とす
ることがある。
なお、評価値の最も高い者が２者以上ある
ときは、くじ引きにより落札者となるべき者
を決定する。
落札者となるべき者の入札価格が、当機構
の予定価格の基準に満たない場合には、落札
決定を保留し、当該業務の内容に適合した履
行がなされないおそれがあると認められるか
否かについて、当該入札を行った者に対する
事情聴取等の調査を実施する。

４ 入札手続等
 入札説明書の交付期間及び交付方法
交付期間 平30年４月６日（金）から平成30
年７月17日（火）まで
交付方法 入札説明書、仕様書、競争参加資
格確認申請書等その他入札関係書類、契約
書等は独立行政法人都市再生機構ホーム
ページからダウンロードすること。

 申請書及び資料の提出期間、提出先及び提
出方法
提出期間 平成30年４月６日（金）から平成
30年５月31日（木）までの土曜日、日曜日
及び国民の祝日に関する法律（昭和23年法
律第178号）に規定する休日（以下「休日」
という。）を除く毎日、午前10時から午後５
時まで

提出先 〒3560006 埼玉県ふじみ野市霞ヶ
丘一丁目２27301号 ココネ上福岡二
番館３F 独立行政法人都市再生機構 東
日本賃貸住宅本部住宅経営部 西埼玉住宅
管理センター 管理課 電話049263
2111
提出方法 持参又は郵送とする。（郵送の場合
は同日同時刻での一般書留郵便による郵送
とし、郵送した旨を電話で連絡すること。）

 入札書の提出期限、提出先及び提出方法
提出期限 平成30年７月12日（木）
提出先 〒3560006 埼玉県ふじみ野市霞ヶ
丘一丁目２27301号 ココネ上福岡二
番館３F 独立行政法人都市再生機構 東
日本賃貸住宅本部住宅経営部 西埼玉住宅
管理センター 管理課 電話049263
2111
同日必着での一般書留郵便による郵送とし
提出先への持参又は電送によるものは受け付
けない。電送によるものは受け付けない。
 開札の日時及び場所
日時 平成30年７月17日（火）（開札時間につ
いては、別途通知による）
場所 独立行政法人都市再生機構 東日本賃
貸住宅本部住宅経営部 西埼玉住宅管理セ
ンター
※入札は郵送による事前受付のみとし、開
札時の立会いは不要とする。
なお、の手続に移行することとなった場
合は、開札の日時及び場所はによるもの
とし、その旨別途通知する。
 追加公募手続への移行 本件業務におい
て、入札に参加する者が関係法人（関係法人
が代表者となる共同企業体を含む）１者の場
合は、再公募に準じて、開札を中断し、以下
の追加公募手順を踏まえたところで開札を行
う。なお、当初の入札者は、申請書、資料並
びに入札書の再提出は必要ない。
 追加公募手続による入札説明書の交付期
間及び交付方法
交付期間 平成30年７月17日（火）から平
成30年９月14日（金）まで
交付方法 入札説明書、仕様書、競争参加
資格確認申請書等その他入札関係書類、
契約書等は独立行政法人都市再生機構
ホームページからダウンロードするこ
と。

 追加公募手続による申請書及び資料の提
出期間、提出先及び提出方法
提出期間 平成30年７月17日（火）から平
成30年７月31日（火）までの土曜日、日
曜日及び休日を除く毎日、午前10時から
午後５時まで
提出先 〒3560006 埼玉県ふじみ野市
霞ヶ丘一丁目２27301号 ココネ上
福岡二番館３F 独立行政法人都市再生
機構 東日本賃貸住宅本部住宅経営部
西埼玉住宅管理センター 管理課 電話
0492632111
提出方法 持参又は郵送とする。（郵送の場
合は同日同時刻での一般書留郵便による
郵送とし、郵送した旨を電話で連絡する
こと。）

 追加公募手続による入札書の提出期限、
提出先及び提出方法
提出期限 平30月９月12日（水）
提出先 〒3560006 埼玉県ふじみ野市
霞ヶ丘一丁目２27301号 ココネ上
福岡二番館３F 独立行政法人都市再生
機構 東日本賃貸住宅本部住宅経営部
西埼玉住宅管理センター 管理課 電話
0492632111
提出方法 同日必着での一般書留郵便によ
る郵送とし、提出先への持参又は電送に
よるものは受け付けない。

 追加公募手続による開札の日時及び場所
日時 平成30年９月14日（金）（開札時間に
ついては、別途通知による）
※の提出期間において申請書及び資料
の提出がない場合は、平成30年７月31
日（火）午後５時以降に開札を実施す
る。

場所 独立行政法人都市再生機構 東日本
賃貸住宅本部住宅経営部 西埼玉住宅管
理センター
※入札は郵送による事前受付のみとし、
開札時の立会いは不要とする。

 公表する情報 上記に該当する契約先につ
いて、契約ごとに、工事、業務又は物品購入
等契約の名称及び数量、契約締結日、契約先
の名称、契約金額等と併せ、次に掲げる情報
を公表します。
 機構の役員経験者及び課長相当職以上経
験者（機構ＯＢ）の人数、職名及び機構に
おける最終職名
 機構との間の取引高
 総売上高又は事業収入に占める機構との
間の取引高の割合が、次の区分のいずれか
に該当する旨 ３分の１以上２分の１未
満、２分の１以上３分の２未満又は３分の
２以上
 １者応札又は１者応募である場合はその
旨

５ 独立行政法人が行う契約に係る情報の公表に
ついて 独立行政法人が行う契約については、
「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方
針」（平成22年12月７日閣議決定）において、「独
立行政法人と一定の関係を有する法人と契約を

する場合には、当該法人への再就職の状況、当
該法人との間の取引等の状況について情報を公
開するなどの取組を進める」とされているとこ
ろです。
これに基づき、以下のとおり、機構との関係
に係る情報を機構のホームページで公表するこ
ととしますので、所要の情報の当方への提供及
び情報の公表に同意の上で、応札若しくは応募
又は契約の締結を行っていただくよう御理解と
御協力をお願いいたします。
なお、案件への応札若しくは応募又は契約の
締結をもって同意されたものとみなさせていた
だきますので、ご了承願います。
また、応札若しくは応募又は契約の締結を

行ったにもかかわらず情報提供等の協力をして
いただけない相手方については、その名称等を
公表させていただくことがあり得ますので、ご
了承願います。
 公表の対象となる契約先 次のいずれにも
該当する契約先
 機構との間の取引高が、総売上高又は事
業収入の３分の１以上を占めていること
 機構において役員を経験した者（役員経
験者）が再就職していること又は課長相当
職以上の職を経験した者（課長相当職以上
経験者）が役員、顧問等として再就職して
いること
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